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③常駐・専任
・宅地建物取引士の専任設置義務に関し、近年のＩＴ技術の進展等を踏まえ、専任の宅地
建物取引士が他の事務所等の業務を行うことができる場合について検討

宅地建物取引業法におけるアナログ規制の見直しについて

⃝ 法令に位置付けられた７項目のアナログ規制（目視、定期検査・点検、実地監査、常駐・専任、対面
講習、書面掲示、往訪閲覧・縦覧）について、政府全体で見直しに向けた取組を推進。

⇒「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程表」決定（令和4年12月21日）
（9669条項全ての見直し方針及び工程表を策定）

主な見直し事項（宅建業法関係）

②対面講習 ※対応済（令和5年10月～）
・講習の受講申込や実施のオンライン化、修了証のデジタル化等を推進
（法定講習、登録講習）

①閲覧・掲示
・宅地建物取引業者名簿等の記載事項や業者票の掲示事項について、デジタルでの閲覧等
を可能とするため、プライバシー保護とのバランスに配慮しつつ、規制を見直し

※令和６年６月までに実施
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１－① 閲覧制度の見直しの方向性（デジタル・地方分権対応）

◇宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）（抄） （宅地建物取引業者名簿等の閲覧）
第十条 国土交通大臣又は都道府県知事は、国土交通省令の定めるところにより、宅地建物取引業者名簿並びに免許の申請及び前条の届出に係る
書類又はこれらの写しを一般の閲覧に供しなければならない。

⃝ 宅地建物取引業法では、消費者等が適切な宅建業者を選定できるよう、宅地建物取引業者名簿や免許
申請時の提出書類等を、行政庁（地方整備局・都道府県）の閲覧所で一般の閲覧に供することとしている。

⃝ 今般、閲覧所に出向かなくてもデジタル閲覧できるようにするため、閲覧の対象文書を見直すこととし、①個人
情報保護の観点から対象文書を再整理するとともに、②消費者等による宅建業者の選定に支障が生じない
範囲内で合理化を行うことを検討。

【閲覧対象書類の見直しのイメージ】

現 状 見直し後閲覧用に大量の書
類を紙で保管。

行政庁職員閲覧希望者 閲覧希望者
閲覧所を

訪問する必要。

閲覧対象書類を
再整理・合理化し、
デジタル化。

いつでもどこでも
デジタルで
閲覧可能に。

プライバシー情報を
含むため、慎重な
取扱いが必要。

行政庁職員

引き続き閲覧対象 ○ 宅地建物取引業経歴書 ○役員等の略歴 ○直前一年分の財務諸表（法人の場合）
○ 事務所ごとに必要な専任の宅建士を備えていることを証する書面 等

閲覧対象から除外 ➊ プライバシー情報
例：専任の宅建士の氏名、役員等の住所及び電話番号

➋ 他の情報で代替でき、除外しても業者選定に支障がないと考えられる情報
例：欠格要件に該当しないことの誓約書、事務所の写真
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１ 業者名簿の記載事項

１ 免許証番号及び免許の年月日

２ 商号又は名称

３ 役員及び政令で定める使用人の氏名（法人）

４ 本人及び政令で定める使用人の氏名（個人）

５ 事務所の名称及び所在地

６ 前号の事務所ごとに置かれる専任の宅建士の氏名

７ 認可宅建業者であるときは、その旨及び認可の年月日

８ 行政処分に関する情報

９ 他の事業の種類

２ 免許申請書（以下、記載事項）
１ 商号又は名称

２ 役員及び政令で定める使用人の氏名（法人）

３ 本人及び政令で定める使用人の氏名（個人）

４ 事務所の名称及び所在地

５ 前号の事務所ごとに置く専任の宅建士の氏名

６ 他の事業の種類

３ 免許申請書の添付書類

１ 宅地建物取引業経歴書

２ 欠格要件に該当しないことを誓約する書面

３ 事務所ごとに必要数の専任の宅建士を備えていることを証する書面

４ 申請者等が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村
の長の証明書

５ 相談役、顧問及び実質的支配者の氏名又は名称、住所等（法人）

６ 事務所を使用する権原に関する書面

７ 事務所付近の地図及び事務所の写真

８ 免許申請者、政令で定める使用人及び事務所ごとに置かれる専任の宅建士の略歴を
記載した書面

９ 直前一年の各事業年度の貸借対照表及び損益計算書（法人）

１０ 資産に関する調書（個人）

１１ 宅地建物取引業に従業する者の名簿

１２ 法人税（法人）、所得税（個人）の直前一年の各年度における納付済額等

１３ 登記事項証明書（法人）

１４ 法定代理人の登記事項証明書（法定代理人が法人である未成年者）

１５ 住民票の抄本（個人。ただし、住基ネットで本人確認ができない場合に限る）

１６ その他必要と認める書類 ※一部項目は略記

宅地建物取引業の免許は、国土交通大臣免許と都道府県知事免許の２種類。
本規定の趣旨は、国土交通大臣又は都道府県（免許行政庁）がそれぞれ免許した業者について、宅
地建物取引業者名簿等を一般の閲覧に供することによって、宅建業者の事業の状態に関する情報を提
供し、宅建業者と取引する相手方や取引の関係者が、当該宅建業者の免許の有無、事業規模等を把
握し、適切な宅建業者を選定することができる措置を講ずることにある。

規制の趣旨・背景

閲覧させる書類

参考：閲覧制度の概要について（宅地建物取引業法第１０条）



参考：デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しと地方分権改革に
関する提案について

○ 令和５年度の地方分権改革に関する提案事項として、京都府から「宅地建物取引業者名簿等の閲覧制
度に係る対象書類の簡素化」が提出されており、本提案は今年度の「重点事項」の一つとされている。
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提案団体 求める措置の具体的内容 提案団体の意見（抜粋）

京都府

【共同提案団体】
奈良県、徳島県、高知県

宅地建物取引業者に係る事
業者名簿や申請書類等の閲
覧制度について、インター
ネット閲覧の対象から個人
情報が含まれる書類を除く
などの簡素化を求める。

• 国内でも年々プライバシーに対する意識が高まっており、個人の
権利利益を保護するため個人情報の保護が求められているが、現
在の申請書類等には個人情報や企業の内部情報が多数含まれてお
り、このままデジタルで閲覧できるようにした場合、これらの情
報が不特定多数に流布するおそれがある

• 閲覧規定の趣旨を踏まえつつ、免許の審査に用いる申請書類等で、
閲覧希望者の業者選定に影響を与えないと考えられるものについ
ても、免許行政庁の事務負担を考慮し、閲覧対象書類から除外、
合理化を図っても差し支えないのではないか

地方分権改革に関する提案の概要

○ 法令に位置付けられた７項目のアナログ規制（目視、定期検査・点検、実地監査、常駐・専任、対面講
習、書面掲示、往訪閲覧・縦覧）について、政府全体で見直しに向けた取組を推進。

⇒ 「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程表」決定（令和4年12月21日）
（9669条項全ての見直し方針及び工程表を策定）

○ 往訪閲覧・縦覧として、宅地建物取引業者名簿等の記載事項について、デジタルでの閲覧等を可能とする
ため、公共の利益とプライバシー保護とのバランスが図られるよう、規制の趣旨・目的に照らした見直しを
行う。

デジタル臨時行政調査会での議論



１－② 講習の見直し（デジタル対応）について

○ 宅地建物取引業法に基づく各講習について、「講習の申込み」、「講習の受講」、「修了証発行」の各プロ
セスについてデジタル化を可能とするため、関係法令を改正

○ 令和５年９月１日公布、同年１０月１日施行

主な法令改正事項

①登録講習
• 登録講習機関と指定試験機関の間で登録講習修了者の情報をバックデータ連携すること等
を定め、併せて登録講習修了者証明書を廃止。

（宅地建物取引業法施行規則及び平成16年国土交通省告示第172号）

②登録実務講習
• 登録実務講習の修了証を、電子データにより発行することを可とする。

※ 修了証の電子データの真正性の確保のため、登録実務講習機関が修了証を電子データで発行す
る際は、電子署名・複製防止等の措置を講ずるよう、国から指導。

（国土交通省の所管する法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則）

③法定講習
• 交付申請書に法定講習を受講した旨の証明を受けることを不要とする。

※ いわゆる 他県受講の場合等においては、都道府県知事が 必要に応じて法定講習機関が発行する
証明書等の書類を求めることができるとする規定を併せて整備。

※ 宅建システムにおいて、証明写真データを外部から受け付け、写真入りの宅地建物取引士証を
出力する機能改修を実施。 （宅地建物取引業法施行規則及び宅地建物取引士に対する講習の実施要領） 8



１－③ 宅地建物取引士の専任性の考え方の明確化（方向性）

⃝ 解釈・運用の考え方を改正し、専任の宅地建物取引士が、ITの活用等により、事務所において一時的に宅地建物取引業の
業務が行われていない間に、同一事業者の他の事務所に係る業務に従事することは差し支えないことを明確化する。
※当該他の事務所における専任の宅地建物取引士となることは認められない。
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解釈・運用の考え方における「専任」の定め（本改正箇所に係る規定の概要） 現在 見直し後

事務所等の専任の宅建士が、宅建業以外の業を兼ねる当該事務所等において一時的に宅地建物取引業の業務が行われていない間に、
当該事務所で兼業している他の業に係る業務を行うこと

可能 可能

事務所等の専任の宅建士が、当該事務所等で一時的に宅地建物取引業の業務が行われていない間に、他の事務所等の宅地建物取引
業に係る業務に従事すること

規定なし 可能

【解釈・運用の考え方における見直しの方向性】
甲の専任の宅建士

○×不動産
甲事務所

乙の専任の宅建士

○×不動産
甲事務所

甲の専任の宅建士

○×不動産
乙事務所

【改正前イメージ】 【改正後イメージ】

⃝ 宅地建物取引業法に基づき事務所ごとに置かれる専任の宅地建物取引士については、令和３年７月の「宅地建物取引業
法の解釈・運用の考え方」の改正で、テレワークにより勤務することも可能とされている。また、近年、IT重説や重要事項説明
書の電磁的方法による交付が開始され、オンラインで離れた場所からの重要事項説明等が可能となっているところ。

⃝ 一方で、専任の宅地建物取引士が、物理的に離れた他の事務所の業務を行うことができる場合については、現状明確でない。

現 状

見直しの方向性

普段は甲事務所の専任
の宅建士として勤務

甲事務所で一時的に
宅建業に係る業務が
行われていないときに

甲事務所からオンラインで
乙事務所の業務を手伝う

IT重説



＜宅地建物取引業法に基づく行政手続等のDX＞

２．宅地建物取引業免許申請等のオンライン化について
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宅地建物取引業免許申請等のオンライン化について
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現 状

申請者
免許行政庁

（地方整備局等・都道府県）

書面申請

今 後

インターネット

宅地建物取引業
免許申請等

郵送・持参

電子申請

申請者

宅地建物取引業
免許申請等

免許行政庁
（地方整備局等・都道府県）

宅地建物取引業免許
事務等処理システム

宅地建物取引業免許
事務等処理システム

行政手続申請者の利便性向上及び行政運営の効率化を図るため、国において、都道
府県による手続分も含めて、宅地建物取引業における免許申請等手続のオンライン
化を推進するためのシステム環境整備を進めており、令和６年度より順次稼働予定。



○第11次地方分権一括法（令和3年法律第44号）による見直しの概要（宅地建物取引業法）

・ 宅地建物取引業の国（地方整備局）に対する免許申請等※に
ついて、都道府県経由事務を廃止する。
※免許の申請（第４条第１項）、変更の届出（第９条）、廃業の届出（第11条第１項）・
案内所の届出（第50条第２項）等

・ これにより、審査の円滑化による申請者等の利便性の向上
及び都道府県の事務負担の軽減に資する。

施行日：公布の日（R3.5.26）から起算して３年を超えない範囲内において政令で定める日
※未施行（施行期限：R6.5.25）

申請者等

国（地方整備局）

提
出

経由を廃止

都道府県

大臣免許申請等に係る都道府県経由事務の廃止

⇒ 経由事務の廃止と併せて、国に対するオンライン申請の導入開始を予定
（施行に当たって、十分に周知期間を確保）

⇒ 申請を行う事業者・行政庁双方の負担軽減の観点から、添付書類の一部について
合理化を検討
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宅地建物取引業免許申請等のオンライン化と
閲覧のデジタル化のスケジュール（イメージ）
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○ 大臣免許・知事免許について、順次免許申請等のオンライン化を可能とする。
○ デジタル閲覧については、オンライン申請導入後、令和７年度からの開始を目指す。

～R6.5.25 R6年度下期～ R７年度～

※施行日前に提出された免許申請書類等については、経過措置を予定

書面申請

大臣免許分について、
免許申請等のオンライン化開始

都道府県知事免許分について、
免許申請等のオンライン化開始

デジタル閲覧開始（※）

大
臣
免
許

（
地
方
整
備
局
等
）

書面申請
知
事
免
許

（
都
道
府
県
）

オンライン申請

書面申請

オンライン申請

書面申請



３．不動産取引オンライン化について
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○ オンラインによる重要事項説明（IT重要事項説明）
賃貸取引は平成29年から、売買取引は令和3年から本格運用を開始。

○ 書面の電子化（賃貸・売買・媒介の契約締結時交付書面及び重要事項説明書等）
電磁的方法による交付が令和４年５月から可能に。

本
格
運
用

本
格
運
用

令和４年４月 解釈・運用の考え方を改正・マニュアル策定

オンラインによる重要事項説明（ＩＴ重要事項説明） 書面の電子化

R1.10 社会実験開始
H29.10から本格運用

R3.3 社会実験開始

宅地建物取引業法改正
（令和４年５月18日施行）

R3.3.30から本格運用
賃 貸賃 貸 売 買 売 買

R4.5から施行 R4.5から施行

施
行

施
行

取引士 説明の相手方

説明

質問

テレビ会議等の
ＩＴを活用して行う
重要事項説明

「重要事項説明書」、「契約締結時書面」、
「媒介契約締結時書面」等の書面の交付につ
いて、相手方の承諾を得て電磁的方法で行う

15

不動産取引オンライン化の概要
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調査概要（宅建業者アンケート）
○ 令和５年10月時点のオンライン取引の導入・実施状況について、宅建業５団体の会員企業を対
象としたWebアンケート

○ 実施期間：令和５年10月13日～27日
○ 有効回答数：2390件

調査概要（消費者アンケート）
○ 令和５年４月以降に不動産の賃貸（借主）または売買（買主）の契約を行った20～69歳を
対象としたWebアンケート

○ 実施期間：令和５年10月13日～16日
○ 有効回答数：賃貸契約（借主）300件、売買契約（買主）300件

宅建業者・消費者アンケート概要



宅建業者：取引オンライン化の導入・実施状況

17

直近１年以内に
○ IT重説の実績があるのは11%、実績はないが導入済まで含めると18%。導入予定なしは70%。
○ 書面電子化の実績があるのは5％、実績はないが導入済まで含めると11％。導入予定なしは73％。
○ 売買よりも賃貸の方が、実施・導入が進んでいる。

IT重説の導入・実施状況

5%

7%

4%

6%

9%

4%

16%

19%

14%

73%

65%

77%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
N=2,390

電子書面_
賃貸
N=673

電子書面_
売買

N=1,565

導入済みで､直近1年以内に実施した実績がある
導入済みだが､直近1年以内の実施実績はない
1年以内に導入予定である
現在導入の予定はない

書面電子化の導入・実施状況
11％

11%

22%

6%

7%

10%

6%

12%

14%

11%

70%

54%

76%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
N=2,390

IT重説_賃
貸

N=688

IT重説_売
買

N=1,551

導入済みで､直近1年以内に実施した実績がある
導入済みだが､直近1年以内の実施実績はない
1年以内に導入予定である
現状導入の予定はない

18％



55%

46%

44%

37%

35%

35%

10%

7%

2%

57%

47%

44%

35%

36%

35%

9%

6%

2%

55%

46%

45%

39%

36%

36%

10%

8%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

オンライン取引の導入や実施方法に関するマニュアル

オンライン取引の規定やルールの説明を目的とした研修

オンライン取引に関するシステムの導入方法や
操作方法を説明する研修

顧客向けに､オンライン取引の概要や利用方法を
説明するリーフレット

ITスキルアップを目的とした研修

制度の質問や､想定外の不具合発生時の､
事業者向け相談窓口

サポートの有無に関係なく､IT重説や書面電子化の
導入･実施は検討しない

特にサポートは必要ない

その他

全体
N=2,390

電子書面_賃貸
N=673

電子書面_売買
N=1,565

39%

38%

28%

27%

25%

38%

35%

29%

35%

34%

40%

41%

29%

25%

24%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

現状顧客ニーズがあまりないと思うため

大事な契約は十分な理解のために紙ですべきと思うため

本人確認･電子契約サービスのセキュリティ等､安全性の面で不
安があるため

従業員のITスキルが不足していると思うため

導入による効果よりも､導入や維持に伴うコストがかかるため

全体
N=1,754

電子書面_賃貸
N=438

電子書面_売買
N=1,208

40%

40%

37%

28%

26%

43%

44%

33%

29%

31%

42%

40%

41%

28%

26%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

対面と違って顧客の反応が把握しづらいため

現状顧客ニーズがあまりないと思うため

顧客に､重要ポイントがしっかりと伝わるか不安であるため

本人確認等､セキュリティや安全性の面で不安があるため

必要な設備手配等､導入や維持に伴うコストがかかるため

全体
N=1,671

IT重説_賃貸
N=373

IT重説_売買
N=1,185

宅建業者：取引オンライン化を導入しない理由
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○ オンライン取引の導入予定なしの理由として、「現状顧客ニーズがあまりないと思うため」がIT重説で40%、
書面電子化で39%。他、IT重説では「対面と違って顧客の反応が理解しづらいため」40%、書面電子化では
「大事な契約は十分な理解のために紙ですべきと思うため」38%等が上位に挙がっている。

○ 求めるサポートとして、マニュアルや研修、相談窓口等、いずれも３社に１社が選択している。

IT重説や書面電子化の導入･実施を
検討する際に求めるサポート（MA）

IT重説の導入を予定していない理由（MA）※上位５つ
※導入予定なしのみ

書面電子化の導入を予定していない理由（MA）※上位５つ
※導入予定なしのみ



52%

29%

17%

17%

16%

8%

7%

2%

8%

1%

53%

28%

12%

14%

15%

9%

6%

1%

11%

0%

52%

30%

21%

20%

17%

7%

9%

3%

5%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

不動産会社から提案がなかったから

紙の方が見やすい・理解しやすいから

電子書面だとセキュリティや安全性に不安があったから

大事な書類がデータ提供されることに抵抗感があった

紙の方が保管しやすいから

インターネットやオンラインに慣れていないから

電子書面契約の流れがよく分からないから

電子書面を希望したが不動産会社が対応していなかっ
た

なんとなく

その他

全体
N=429

賃貸契約（借主）
N=217

売買契約（買主）
N=212

消費者：オンライン取引を実施しなかった理由
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○ 「不動産会社から提案がなかったから」がIT重説で48%、書面電子化で52%と約半数が選択。
○ IT重説では「対面の方がなにかと安心だから」31%、「対面の方が理解や質問がしやすいと思ったから」21%。
○ 書面電子化では、「紙の方が見やすい・理解しやすいから」29%、「電子書面だとセキュリティや安全性に不安
があったから」17%。

48%

31%

21%

17%

14%

12%

6%

4%

3%

12%

1%

47%

27%

18%

13%

15%

11%

7%

3%

4%

14%

50%

35%

25%

22%

13%

13%

6%

6%

3%

9%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

不動産会社から提案がなかったから

対面の方がなにかと安心だから

対面の方が理解や質問がしやすいと思ったから

大事な契約をオンラインで実施することに抵抗感があっ
た

店舗が近い等訪問の負担が小さかったから

インターネットやオンラインに慣れていないから

オンラインでの実施手順等が手間だと思ったから

オンラインで接続不具合等の懸念があるから

ＩＴ重説を希望したが不動産会社が対応していなかっ
た

なんとなく

その他

全体
N=474

賃貸契約（借主）
N=251

売買契約（買主）
N=223

書面電子化を実施しなかった理由（MA）IT重説を実施しなかった理由（MA）



取引オンライン化の活用環境整備に向けた今後の取組の方向性

現行事業者向けマニュアル搭載のQ&Aを充実（下記項目の追加等）
・オンライン取引時のクーリング・オフに係る注意点
・電子書面の保存ルール有無
・重要事項説明書等の電子交付における注意点

・オンライン取引の実施フローや、実施に係る要点等をまとめた現行マ
ニュアルのハンディ版ガイドを作成
・事前承諾を取得する際の書面ひな形の提示
・マニュアルの説明動画の作成DX関連情

報を集約し
た事業者向
けWebサイ
トの開設

・チャットボット等、ITを活用した相談対応の導入の検討

マニュアル
改善

導入・活用
支援ツール

相談体制

＜今後の取組（案）＞

○ アンケート結果を踏まえ、不動産取引オンライン化の推進に向けて、宅地建物取引業者・消費者における活用環
境の整備・改善に向けた取組を今後検討。

○ 具体的には、支援ツールや、マニュアル、相談体制を整備し、これらの情報を集約したWebサイトを開設。
○ また、消費者に対しても、オンライン化のメリットや、安全性等に関する情報提供を通じて、普及啓発を図る。

消費者向け
情報提供

・オンライン取引のメリットや、安全性、留意点等について説明するリーフレットやガイドブッ
ク等の作成
⇒Webサイトへの掲載や、宅建業者から顧客への案内時に活用

20
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参考：オンライン取引導入ガイド（イメージ）

○ 現行のマニュアルについて、オンライン取引の導入検討に当たって分かりづらいとの意見もあることから、導入・活用
の支援の観点から、要点をまとめて整理したハンディ版のガイドや、事前承諾書のひな形等の作成・提示を予定。

ガイドイメージ 事前承諾書ひな形イメージ
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参考：追加Q＆A（例）

○ 令和4年4月に公表した「重要事項説明書等の電磁的方法による提供及びＩＴを活用した重要事項説明実施
マニュアル」について、アンケート結果や宅建業者等から質問の多かった事項を踏まえ、Q＆Aの追加を実施予定。

オンライン取引時
のクーリング・オフ
に係る注意点

＜概要＞ ＜意見・質問等＞ ＜追加＞

電子交付された重要事項説明
書等の保存方法、保存ルール、
保存の必要性

重要事項説明書を電子交付の
上、重説後に買主等から電子
署名をもらう場合、当該電子署
名をもらった書面が宅建業法35
条に基づく重要事項説明書とい
えるか

等

非対面取引時のクーリング・オフ
適用/非適用がわかりづらい

令和４年４月
「重要事項説明書等の電磁的方法による提供及びITを活
用した重要事項説明実施マニュアル」

＜追加予定事項（例）＞

電子書面の保
存ルール有無

重要事項説明
書の電子交付に
おける注意点

クーリング・オフ書面の電子交付
可否

クーリング・オフに係る書面は電子
交付不可と明記

顧客のいる場所が宅建業者の
事務所や自宅（顧客自ら申し
出た場合に限る。）の場合は適
用外

宅建業法上、重要事項説明書
等の保存ルールはないが、将来
のトラブル対応のための保存の
必要性等について明記

宅建業法上、改変防止措置を
施した上で、重説前に宅建業
者が電子交付した重要事項説
明書が宅建業法35条に基づく
重要事項説明書となることを追
記


